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1 .問題意識と研究課題

食品安全は世界的難題である3)。慣行農業においては，化学肥料や農薬の不当な使用は生産者

と消費者の健康を危害しているだけでなく，生態環境に大きな脅威になっている。このように，

有機農業は食品安全や環境汚染の一つ解決策として，多くの国で支持されるようになった4)。有

機農業は高品質，効率的且持続可能な中国農業発展の一つ有効アプローチである5)0 Willer & 

Yussefi (20日)によると，中国の有機農業面積は185万ha，ただ全体農業面積の0.34%に占めて

いる。

中国の農業生産においては，家庭が基本単位であり，零細農家が主体である。農家生産行動の

科学性は直接的に食品安全，農業安定，持続的増収に影響だろう。中国は野菜の主要な生産と消

費の国である。 20世紀90年代以来，野菜の品質安全問題は日増しに業界，政府，学者の関心が集

まっている。野菜は他の農産物と比較すると，生産周期が短く，虫害が多いなどの特徴があるた

め，安全統制が難しく，生産者の栽培管理に依存する。従って，野菜農家の生産行動管理は品質

管理のカギである6)。

1) 中国における有機野菜の定義は日本と同じ，国際有機農業生産基準に従って栽培され，独立した有機

食品認証機関の許可を得て，有機認証ラベルの使用を可能となるものである。

2) 本稿は中国“国家自然基金 (71203122).. ，“教育部人文社会科学基金(l3YJC790169，12YJA 

790066)" ，“山東省優秀中青年基金 (BS2011SF007)" .“山東省軟科学基金 (2013RKB01029)"と“曲

阜師範大学20日校級基金"プロジェクトの一環である。

3) 桐文 (2013)，p. 56を引用。

4) 安井修二 (2007)，p.3を参照。

5) 張新民 (2010)，p. 17を参照。

6) 周潔紅 (2006)，p. 25を参照。



24 経済学論集 Vol. 53 No.l・2

農家の生産行動に関する先行文献は，研究課題に基づき，大まかに有業農業[採択行動]と

[採択時期]に分けることができる。有機農業の採択行動に関する先行研究は多数がある。

Wynen (2004)は情報が慣行農業から有機農業へ転換する決定的要因であることを指摘した。

Chang et al. (2004)は有業農業の管理能力と自然条件は採択行動の制約要因であることを究明

した。また， Crosson & Ostrov (1990)， Lobley et al. (2005)， Mohammad et al. (2010) と陳雨

生ら， (2009)の研究によって，有機農業に対する認知，周囲環境，年齢や学歴などの家族属性，

農家の収益希望と外部監査の厳しさは採択行動の影響要因である。他に， Schneeberger et al. 

(2002) とLohr& Salomonson (2000)はそれぞれ市場需要の視野から，農業補助の視野から違

う国の農家有機農業採択行動を分析した。そして，有機農業の[採択時期]について， Flaten et 

al. (2006)は有機農業の採択時期によって，農家収益と採択の影響要因も違うことを指摘した。

また， Doris & Tom (2011)によって，早い時期で有機農業を採択するのが若い農家であり，且

収益希望が低い。

[規模選択]も農家生産行動の一つであるが，それを研究課題としての先行研究はいまだに少

ない。また，農家生産行動に与える影響要因は複雑であり “合理"と“非合理"の二つ面があ

るo心理，制度，環境，社会要素，経済などの要因は予想できる。しかし 計画行動理論を用い

る研究者では，農家の生産現状(農家の生産方式，種，肥料，技術の取得先など)を視野に入れ

てないのが殆どである。従って，本研究は先行研究を踏まえた上で，計画行動理論 (Theoryof 

Planned Behavior) 7)を用いて，農家の基本属性と生産現状要因を加えて，山東省寿光市の有機

野菜生産農家を対象に，それらの[規模選択] (今後の生産規模に関して拡大，変わらない，縮

小或いは辞める)に対する意思の形成過程を検討しその形成過程に与える影響要因を明らかに

したい白

2 .本研究で用いた変数の説明

(1) 計画行動理論に組み込んだ変数

本研究では，有機野菜農家の[規模選択]に対する意思の形成過程を検討し，その形成過程に

影響を与える諸要因をまとめて扱い モデル化することを可能にする計画行動理論を適用する。

この理由に，計画行動理論は 態度一行動の中で最も注目を集めており モデル化する妥当性を

示す数多くの証拠が提出されていること8) によるものであるからだ。

計画行動理論は推論行為理論 (Theoryof Reasoned Action)を発展させたものである。まず，

推論行為理論は，行動の直接的決定要因を人がその行動を遂行しようとする意思であると仮定す

る。次に，行動意思は，その人が行動を遂行することに対して示す肯定的，あるいは否定的な評

価，すなわち[行動に対する態度]から測定される。さらに，行動意思の決定要因は，主観的規

7) Ajzen & Madden (1986)， pp. 453-474を参照。

8) Olson & Zanna (1993)， pp. 117-154を参照。
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範である。これは，他者が自分がその行動を遂行することを望んでいるかどうかについての判断

である。しかしながら，推論行為理論で扱える行動には，制限がある。知覚された統制力を組み

込んだものが計画行動理論である。知覚された統制力には，内在統制力(技術，能力など)と外

在統制力(チャンス，障害など)がある9)。

以上の議論をもとに 本研究で扱われる変数を計画行動理論に組み込んだものは以下の通りで

ある。

① [態度]

有機農業は新しい農業生産技術である10)。生産率と技術は有機農業発展の制約要因である11)。

従って，新たな技術及び品種に対する採択態度は極めて重要である。具体的に[新たな技術及び

品種に対する挑戦意識]， [新たな技術及び品種を採用時期]と[有料技術対する支払意識]を含

む。

② [主観的規範]

主観的規範は外部規範と内部規範を含む。外部規範は主に監査システムを指しているが，内部

規範は生態環境に対する認識，土地悪化に対する認識，食品安全に対する認識，生態環境の保全

に対する認識，有機認証ラベルに対する認識，普通肥料の使用，標準生産に従う程度から構成さ

れている。

③ 「知覚された統制力J

知覚された統制力は，主に「生産要素制限J及び「予測困難」に反映する。「生産要素制限」

は主に資本，認知や技術などのことである。具体的には，生物農薬供給の満足度，生物農薬価格

の満足度，有機肥料価格の満足度，情報満足度，販売困難度，技術満足度を指している 12)。それ

に対して， r予測困難」は主に労働や資材などのことである。ここでは，労働力コスト増加，投
入資材コスト増加の二つ変数が「予測困難」の指標である13)。

(2) 農家属性友ぴ農家生産現状変数

計画行動理論に組み込んだ変数以外に，農家属性及び農家生産現状も農家生産行動の意思形成

過程に影響を与えていると考えられる。

① 農家属性

中嶋千尋(1983)の主観均衡理論によると，農家は農業企業，労働力と消費者の結合体であり，

生産行動が家庭の効用最大化を追求する。従って，有機野菜農家の家族属性は，生産行動に影響

を与えていることがあると考えられる。

② 農家生産現状

9) 伊東 (1997)，pp. 163-171，周潔紅 (2006)，pp. 25-34と陳雨生ら (2009)pp. 20-30を参照。

10) 王奇ら (2012)，p. 99を参照。

11) 陳雨生ら (2009)，pp.20-30を参照。

12) Coombes & Campbell (1998). pp. 127-145とLohr& Salomonsson (2000)， p. 133-146を参照。

13) Park& Lohr (2005)， pp.467-478を参照。
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図2-1 農家有機農業生産規模選択に与える影響要因の仮設モデル

仁

農家属性

知覚された統制力

農家生産現状については，種，肥料と農薬の仕入れ先，技術の獲得先，販売先，生産方式，有

機野菜耕地率，有機野菜年純収入，家庭総収入に占める比率の変数から構成されている。

以上の理論と先行研究に基づき，仮説モデルは図 2-1のようである。

3 .データの出所

(1 )研究対象地域の説明

山東省は，気象・地形・立地条件などに恵まれた中固有数の農業省であり，従来から小麦，野

菜，果実，落花生の生産において重要な地域であるo その中でも，特に重要な作物は野菜である。

中国野菜生産における最も重要な地域は山東省であるo 山東省は面積・生産量ともに圏内第一

位となっており，それぞれ全国面積・生産量の11.3%，15.6% (2001年)， 11.3%， 16.2% 

(2003年)， 9.5%，14.3%(2006年)， 11%， 16.6% (2009年)を占め，大きな変化は見られない。

また，どのような年度においても，生産量の割合が栽培面積より高い。このことは，山東省にお

ける野菜土地生産性が高いということを意味しているo

さらに，野菜輪出金額でも圏内第一位となっている。 2001年の23.9%から2009年の31.2%まで

増えており，山東省は中国野菜輸出での重要性がますます高くなっている。また， 2009年，輸出

額にしめるシェアが，野菜生産量のシェアよりも倍近い値を占めていることが明らかになった。

つまり，山東省は輸出指向型の産地といえる。

(2) 調査方法

今度の調査は“調研山東社会調査14)" プロジェクトの一環として，中国曲車師範大学経済学部

14) 山東省共青団委員会より主催し，社会調査によって大学生がより社会を了解することは目的としてい

るプロジェクトである。
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図3句 l 本研究対象の所在地
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の学生を中心に実施した。地理位置によって山東省総坊寿光市の東部，西部，南部，北部，中部

に分け，有機野菜生産農家が一番多い村を選択し， 合計五つ村を調査した。調査時期は2012年 7

月と2013年2月， 二回フィーJレド調査を行った。一回目は，予備調査で，五つ村の全体{象と有機

野菜生産状況を把握した。そして，予備調査で把揮した状況に基づき，アンケート調査票を作成

した。二回目はアンケート調査を行った。調査方法は以下の通り である。まず，村民委員会の書

記を通じて，五つ村の有機野菜農家リス トを手に入れた。次に，有機野菜農家を対象に，面接ア

ンケート調査を行った。合計172部アンケー トを収集した。記入不明や未記入などの調査票があ

るため， 結果的に有効なアンケー ト数は155部である。

調査票は三つの領域から構成されている。一つ自の領域は，農家基本属性に関する質問であり，

農家の家族構成，土地分配と利用状況の項目を含む。二つ目の領域は生産状況に関する質問であ

り，年間有機野菜純収入及び家庭総収入に占める比~~，種 ・ 肥料 ・ 農薬の仕入れ先， 生産方式，
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販売先，技術獲得先の項目を含む。三つ目の領域は農家意識に関する質問であり，有機野菜生産

に関する態度，主観的規範，知覚された統制力，今後の生産行動の項目を含む。

4.データの記述統計

(1) 計画行動理論に組み込んだ変数

①表4-1は， [態度]を構成する変数の度数分布である。[新たな技術及び品種に対する挑戦

意識]において，挑戦意識がある農家は，全体の6割強に当たる100戸 (64.5%)であるが，挑

戦意識がない農家が55戸 (35.5%)となるD

[新たな技術及び品種を採用時期]については， [多数の農家と一緒に]を選択する農家が一

番多く，全体の6割強に当たる98戸 (63.2%)である。また， r最も遅いJを選択する農家がな
かった。他に， [比較的早い]が29戸(18.7%)，[他の農家が成功した後]が17戸 (11.0%)， 

[一番早い]が11戸 (7.1%)の順で，小さいものとなっている。

[有料技術支払意識]では，支払意識のある農家は89戸 (57.4%)であり，半数を超えている。

一方，支払意識のない農家は66戸 (42.6%)であるo

②[主観的規範]を構成する変数の度数分布は表4-2に示した通りである。 LikertScaleに

よって，認識が5段階の評価基準にしており， r非常にあるjは5点， rあるJは4点， rどちら
ともいえないJは3点， rなしjは2点， r全くなしJは1点としている。
[生態環境悪化に対する認識]において， [ある]を選択する農家が一番多く， 61戸 (39.4%)

である。次は[非常にある]， 32戸 (20.6%)で，両者が合わせると，全体の 6割に当たる

60.0%である。つまり， 6割の調査対象農家は生態環境悪化において認識している白他は， [な

し]が31戸 (20.0%)，[どちらともいえない]が20戸(12.9%に[全くなし]が11戸 (7.1%) 

の順で，小さいものとなっている。

[土地悪化に対する認識]において， 85戸 (54.8%)の農家は，土地悪化を認識している。一

方で， 41戸 (26.5%)の農家は，土地悪化を認識しない。他に[どちらともいえない]が29戸

(18.7%)である。

[食品安全に対する認識]について， [非常にある]が47戸 (30.3%)，[ある]が39戸

(25.2%に半数以上の調査対象農家が食品の安全を心配している。他は， [なし]が29戸

(18.7%)， [どちらともいえない]が21戸 (13.5%)，[全くなし]が19戸 (12.3%)の順である。

[有機認証ラベルに対する認識]を見ると， [どちらともいえない]が71戸 (45.8%)と，一

番多い。次に， [なし]が48戸 (31.0%)であるo これは半数以上の農家が契約生産を行ってい

るからである。言い換えると 生産や販売なと寺の農家行動はすべて龍頭企業の下で行って，有機

認証ラベルの関心度が低い。一方， [ある]が21戸 (13.5%に[非常にある]がわずか6戸

(3.9%)であり，数はすくない。

そして， [有機生産基準に従う程度]について， [なし]が72戸 (46.5%)と，最も多い。つま
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表4-1 [態度]を構成する変数の記述統計

変 数 説 明 度数

1 =あり 100 
新たな技術及び品種に対する挑戦意識

2=なし 55 

1=最も遅い 。
2=他の農家が成功した後 17 

新たな技術及び品種を採用時期 3=大数の農家と一緒に 98 

4=比較的早い 29 

5=一番早い 11 

1=はい 89 
有料技術支払意識

0=いいえ 66 

表4-2 [主観的規範]を構成する変数の記述統計

変 数 1=全くなし 2=なし 3=どちらともいえない 4=ある

生態環境悪化に対する 度数 11 31 20 61 

認識 パーセント 7.1 20 12.9 39.4 

度数 11 30 29 49 
土地悪化に対する認識

パーセント 7.1 19.4 18.7 31.6 

度数 19 29 21 39 
食品安全に対する認識

パーセント 12.3 18.7 13.5 25.2 

有機認証ラベルに対す 度数 9 48 71 21 

る認識 パーセント 5.8 31 45.8 13.5 

度数 。 72 59 
有機生産基準に従う程度

パーセント 。 46.5 0.6 38.1 

ホ~ 数 1=あり 0=なし

度数 71 84 
環境保全役の認識

パーセント 45.8 54.2 

度数 11 144 
監査システムの認識

パーセント 7.1 92.9 

29 

ノT一セント

64.5 

35.5 

。
11.0 

63.2 

18.7 

7.1 

57.4 

42.6 

5=非常にある

32 

20.6 

36 

23.2 

47 

30.3 

6 

3.9 

23 

14.8 

り， 5割弱の農家が有機野菜を生産する際，生産基準を守つてない。そして， [ある]が59戸

(38.1%)， [非常にある]が23戸 (14.8%)であり，これは半数ぐらいの農家が生産基準を守っ

ていることを意味している。

さらに，有機農業の役割に関する認識について， [なし]を選択する農家が[ある]を超えて

いることが分かつた。つまり，有機農業の役割に関する認識が全体的に低いといえる。

監査システムの認識は最も低い。認識がある農家は，わずか11戸 (7.1%)である。

以上のように，半数以上の農家は，生態環境，土地悪化，食品安全について，心配している。
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表4-3 [知覚された統制力]を構成する変数の記述統計

変 数 1=全くなし 2=なし 3=どちらともいえない 4=ある 5=非常にある

度数 38 97 16 3 
情報満足度

パーセント 0.6 24.5 62.6 10.3 l.9 

度数 23 71 47 14 。
販売困難度

パーセント 14.8 45.8 30.3 9 。
度数 。 18 。 118 19 

技術満足度
パーセント 。 11.6 。76.1 12.3 

度数 77 62 15 1 。
生物農薬価格満足度

パーセント 49.7 40 9.7 0.6 。
度数 61 70 24 。 。

有機肥料価格満足度
パーセント 39.4 45.2 15.5 。 。

変 数 1=はい 0=いいえ

度数 78 77 
労働コスト増加

パーセント 50.3 49.7 

投入資材コスト増加
度数 119 96 

パーセント 76.8 23.2 

しかし有機農業の役割，有機認証ラベル，監査システムの側面からみると 全体的認識程度が

低い。言い換えると，有機農業を生産しても，環境保全のためでなく，高い利益を追求する傾向

を見られる。

③「知覚された統制力」を構成する変数の記述統計は，表4-3に示す通りである。ここも，

Likert Scaleによって， 5段階の評価基準にしている。[情報満足度]において， [どちらともい

えない]が一番多く，全体の 6割強に当たる97戸 (62.6%)である。他に， [なし]が38戸

(24.5%)， [ある]が16戸 (10.3%)，[非常にある]が 3戸(1.9%)，[全くなし]が 1戸

(0.6%)の順で，小さいものとなっている。

[販売困難度]において， [なし]が71戸 (45.8%)，r全くなしjが23戸 (14.8%)，合計する
と， 94戸 (60.6%)である。このことは6割の農家が販売において，困難を感じてないことを意

味している。他に， [どちらともいえない]が47戸 (30.3%)，rあるJが14戸 (9.0%)，[非常に
ある]が0戸の順である。

そして， [技術満足度]において， [ある]が118戸 (76.1%)，[非常にある]が19戸 (12.3%)

である。つまり， 9割近くの農家は，現在の生産技術に満足していることを示している。一方，

[なし]が18戸 (11.6%)，[どちらともいえない]と「全くなしJが両者ともに0となっている。

[生物農薬価格満足度]において， [全くなし]が77戸 (49.7%)，[なし]が62戸 (40.0%)

である。このことは， 9割弱の農家は生物農薬の価格において不満であることを意味している。

他に， [どちらともいえない]が15戸 (9.7%)，[ある]が1戸 (0.6%に[非常にある]がOの
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順である。

[有機肥料価格満足度]については， [なし]が70戸 (45.2%)，[全くなし]が61戸 (39.4%)， 

[どちらともいえない]が24戸 (15.5%)，[ある]と[非常にある]が両者とも 0の順で，小さ

いものとなっている。つまり， 8割以上の農家は，有機肥料価格において高いことを感じている。

最後に， [労働コスト増加]と[投入資材コスト増加]の予期困難において，いずれも半数以

上の農家は，コスト増加を意識している。

(2) 農家属性と農家生産現状

① 農家属性

[家族人口数]において4人世帯は，最も多く，全体の5割弱に当たる73戸 (47.1%)である。

他は，多い方から順に， 3人世帯が37戸 (23.9%)，5人世帯が29戸 (18.7%)，6人世帯が13戸

(8.4%)， 2人世帯が3戸(1.9%)であった。尚，一戸当たりの成員数における平均値は4.08人

であり，全国平均の4.03人 (2007)よりやや高い。

[労働力人口率]において50%世帯は，最も多く， 71戸 (45.8%)である。他は，多い方から

順に， 66.7%世帯が40戸 (25.8%)，40%世帯が20戸 (12.9%)，100%世帯が9戸 (5.8%)，

60%世帯が7戸 (4.5%)，80%世帯と33.3%世帯が同じで， 2戸(1.0%)であった。

[世帯主学歴]については， [中学校]は全体の半数以上に当たる88戸 (56.8%)，学歴別で最

も高い順位である。他，多い方から順に， [高校]が41戸 (26.5%に [小学校]が18戸 (11.6%)， 

[字を読めない]が6戸 (3.9%)，[大学及び以上]が2戸(1.3%)である。

[世帯主年齢]については， 35歳未満が10戸 (6.5%)，35歳から65歳未満が144戸 (92.9%)， 

65歳以上はわずか1戸 (0.6%)である。

最後に， [土地面積]について3畝は，全体の4割弱に当たる56戸 (36..1%)と最も多い。他

に，多い方から順に， 4畝が28戸(18.1%)，5畝が23戸 (14.8%)，2畝が22戸(14..1%に 6

畝が9戸 (5.8%)，8畝と l畝が同じ， 5戸 (3.2%)である。

② 生産現状

[有機野菜耕地率]において，半数近くの農家は，生産のすべて有機野菜である。他は， 60% 

-100%未満が39戸 (25.2%)，30%ー60%未満が32戸 (20.6%)，30%未満が13戸 (8.4%)である。

[有機野菜年純収入]において， 3万元以上の農家は全体の7割以上に占めている。次は 1万

一3万の農家は31戸 (20%)である。他に， 5千一1万の農家が9戸 (5.8%)，3千-5千が2

戸(1.3%)，千-3千が1戸 (0.6%)の順である。

[家庭総収入に占める比率]において，半数以上の農家は家庭総収入の8割以上を占めている。

そして， 3割以上の農家は50%-80%，1割以上の農家は30%-50%である。つまり，有機野菜生

産は，調査農家において重要な収入源である口

[種の仕入れ先]について， I市場」が最も多く，全体の6割強に当たる97戸 (62.6%)であ

る。[連携企業]が12戸 (29.7%)で. 2番目である。一方， [政府部門]はわずか12戸 (7.7%)
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表4-4 農家属性を構成する変数の記述統計

農家属性 度数 パーセント 農家属性 度数 パーセント

2 3 1.9 5 3.2 

3 37 23.9 2 22 14.1 

家族人口数(人) 4 73 47.1 3 56 36.1 

5 29 18.7 4 28 18.1 
土地面積(畝)

6 13 8.4 5 23 14.8 

33.3 2 1.3 6 9 5.8 

40.0 20 12.9 7 7 4.5 

50.0 71 45.8 8 5 3.2 

60.0 7 4.5 1=字が読めない 6 3.9 
労働力人口率(話)

66.7 40 25.8 2=小学校 18 11.6 

75.0 4 2.6 世帯主学歴 3=中学校 88 56.8 

80.0 2 1.3 4=高校 41 26.5 

100.。9 5.8 5=大学及び以上 2 1.3 

35歳未満 10 6.5 

世帯主年齢(歳) 35-65歳未満 144 92.9 

65歳以上 0.6 

である。

[農薬の仕入れ先]において，市場から仕入れている農家は最も多く， 92戸 (59%)である。

他に， [連携企業]が63戸 (41%)，[政府部門]が0となっているo

[肥料の仕入れ先]については， [農薬の仕入れ先]と反して， 106戸 (68.6%)農家は連携企

業から調達している。市場から調達している農家は， 49戸 (31.4%)である。

[生産方式]において， [契約]が87戸 (56.1%) と，一番多い。ついで， [家族生産]は， 44 

戸 (28.4%)である。他に， [合作]が18戸(11.6%)，[株参加]が6戸 (3.9%)である15}。

[販売先]について， [連携企業]が6割弱に当たる91戸 (59.1%)である。他に， [市場]が

54戸 (34.8%)，[仲介組織]16}が10戸 (6.1%)である。

[技術獲得]において， [友人]と[政府部門]は共に， 3割を占めている。他に. [連携金

業]が27戸(17.4%)， [自習]が24戸(15.5%). [仲介組織]が8戸 (5.0%)の順で，小さい

ものとなっている。

15) 契約方式とは，農業産業化経営組織における各利益主体が契約で数量と価格を決めるのである。合作

方式とは，農民専業合作社が農民の利益を代表し，企業側と交渉し，各農家の出荷額によって合作社内

部に利益分配するのである。株参加合作方式とは，農民が普通の労働者ではなく，資本参加することで

ある。家族生産はいかなる組織にも属していないものである。

16) 仲介組織は政府専門技術部門，地域合作経済組織，専門協同組合及び各専門技術協会などのものを指

している。
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表4・5 生産現状を構成する変数の記述統計

生産現状 度数 パーセント 生産現状

30%未満 13 8.4 連携企業

有機野菜耕地率 30%-60%未満 32 20.6 種の仕入れ先 政府部門

(%) 60%-100%未満 39 25.2 市場

100拓 71 45.8 連携企業

1 = 1以下 。 。農薬の仕入れ先 政府部門
2 = 1-3 .6 市場

有機野菜年純収入 3 = 3 -5 2 1.3 連携企業

(千元) 4 = 5 -10 9 5.8 肥料の仕入れ先 政府部門

5 =10-30 31 20.0 市場

6 =30以上 112 72.3 契約

1 =10%以下 。 。 合作
生産方式

2 =10%-30% 2 1.3 株参加
家庭総収入に占め

3 =30%ー50% 17 11.0 家族
る率(拓)

4 =50%-80% 53 34.2 連携企業

5 =80%以上 83 53.5 販売先 仲介組織

市場

連携企業

政府部門

技術獲得 友人

自習

仲介組織

5.多重回帰分析の結果

33 

度数 パーセント|

46 29.7 

12 7.7 

97 62.6 

63 41 

。 。
92 59 

106 68.6 

。 。
49 31.4 

87 56.1 

18 11.6 

6 3.9 

44 28.4 

91 59.1 

10 6.1 

日 34.8 

27 17.4 

47 30.3 

49 31.8 

24 15.5 

8 5.0 

ここでは，多重回帰分析を用いて，計画行動理論を組み込んだ変数，農家の基本属性と生産現

状変数が，どのように，どの程度，有機野菜生産農家の規模選択(今後の生産規模に関して拡大，

変わらない，縮小或いは辞める)に影響を与えているのかを，明らかにすることを目的としてい

る。尚，この検定にあたっては，統計的有意水準を 5%とした。

有機野菜農家生産規模選択に与える直接的な影響要因として，統計的有意な説明変数は，表6-

1に示した通りである。全部で46の説明変数のうち六つの変数が，統計的に有意であった。有意

な変数は，それぞれ，計画行動理論を組み込んだ変数の[挑戦意識]， [情報満足度]， [労働力コ

スト増加]，生産現状変数の[家族生産]. [有機野菜耕地率]， [連携企業販売]であるo 主観的

規範と家族属性の変数は，すべて統計的に有意で、なかった。
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表6-1 有機野菜農家生産行動に与える影響要因(標準化された多重回帰係数)

カテゴリー 変 数 農家生産行動

態度 挑戦意識 0.229 

情報満足度 0.188 
知覚された統制力

労働力コスト増加 -0.263 

家族生産 -0.194 

生産現状 有機野菜耕地率 0.149 

連携企業販売 0.238 

If 

このことは，①挑戦意識がある，②情報満足度が高い，③労働力コスト増加を感じてない，

④家族生産でない，⑤有機野菜耕地率が高い，⑥連携企業へ販売している農家ほど，今後，

有機野菜の生産規模を拡大する傾向にあることを示している。

有機野菜農家生産行動について，有意な説明変数によって説明することのできる範囲は，

51.1 % (R2=. 511) と，半数以上の説明力があるo このことは 本分析で使用しなかった変数

の影響を考慮する必要性は，小さくない。しかし本分析の結果は決定的に無意味とは，言い難

しいことを示唆している。

知覚された統制力の変数については， [労働力コスト増加]を感じてない農家ほど，有機野菜

生産を積極的に行っている。調査地域では，殆どの農家が野菜生産を行っている。多忙な時期に，

熟練な野菜労働力をなかなか雇用できず，有機野菜農家が生産規模を拡大しようと思っても，労

働力の制限がある。それに対して，元々，有機野菜農家は普通野菜生産施設を使い，新たな資本

投入が比較的少ない。よって[投入資材コスト増加]の制限が有意でなかったと考えられる。ま

た[情報満足度]が正の影響を示している。有機野菜が化学肥料と農薬の使い方を厳しく制限

するので，迅速に新たな生産技術と販売ルートの情報を獲得することが重要となる。よって，情

報満足度が高い農家ほど，農家有機野菜を積極的に生産し，生産規模を拡大するロ

態度変数について述べると，有機野菜は，農業と環境の両立を強調し 普通野菜より高い価格

で売ることができるが，厳しく品質と生産技術を要求しているo しかも，販売ルートの拡大が非

常に難しい。生産農家は挑戦意識がないと，新たな品種や技術において採用時期が遅れ，経営困

難に陥っている。だから，高い利益を追求するために，挑戦意識を持っている農家ほど，生産規

模を拡大し，積極的生産行動を取っていると考えられる。

生産現状変数については， [連携企業販売]が有機野菜農家生産規模選択に正の影響を与えて

いる。このことは，連携企業が有機野菜の品質と価格を重視し，農家の収入と生産積極性におい

て役割があることを意味している。連携企業は当期利益だけでなく 長期の企業信用性を考慮し

ている。連携金業は，消費者の信用を得るために高い品質を追求し，長期的経営過程で好い企業

像を構築し，市場占有率をだんだんと拡大しつつある。同時に，連携企業は部分利潤を有機野菜

農家へ転移し，農家の収入と生産積極性を高める17)。一方， [家族生産]は，有機野菜農家生産
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行動に負の影響与えている。その原因については，有機野菜が化学肥料と農薬の使い方を普通野

菜の生産より厳しく制限し高い生産技術を要求することが考えられる。家族生産の場合，連携

企業より生産技術の指導がない。しかも，販売ルートを確保できない。他は，有機野菜耕地率が

正の影響である。つまり，有機野菜耕地率が高い農家ほど，有機野菜より農業収入が高く，生産

積極性が高い。

7.むすびに

本研究は先行研究を踏まえた上で，計画行動理論を用いて，農家の基本属性と生産現状要因を

説明変数に加えて，山東省寿光市の155戸有機野菜生産農家を対象に，規模選択(今後の生産規

模に関して拡大，変わらない，縮小或いは辞める)に対する意思の形成過程に与える影響要因を

検討した。

本研究は主な結論は次の通りである。①連携企業の役割が重要である。[連携企業販売]が有

機野菜農家生産規模選択に正の影響を与えている。連携企業は有機野菜の品質と価格を重視し，

農家の収入と生産積極性を高め，有機野菜産業の発展において不可欠な役割がある18)。②農家

は高い利益を追求する傾向を見られる。主観的規範の変数が影響要因でなかった。有機野菜生産

は環境保全の役割があるが，それらの認識が農家の生産行動に統計的に影響を与えてなかった。

つまり，調査した農家は普通野菜より高い利益を追求することが主要な目的として，有機野菜を

生産していると言える。③熟練な労働力の確保が必要となる。労働力の確保がなければ，有機

生産規模が拡大しづらい。
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